
 

 

指定居宅介護支援事業所「西山苑」 

 

 

 

 

重要事項説明書 
 

 

 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（茨城県指定 第０８７１２０００２８号） 

 

 

 

当事業所はご契約者に対して指定居宅介護支援サービスを提供することにあたり、厚生省令 

第 38 号第４条に基づいて、当該事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いた 

だきたいことを次の通り説明します。 

 

 

 

 

            

 

社会福祉法人 西山苑 

理事長  荷見源成 



１ 当事業所が提供するサービスについての相談窓口 

  電話 ０２９４－７２－１５２５  （２４時間いつでも受け付けております。） 

 

  担当              ＊ご不明な点は、何なりとおたずねください。 

 

２ 事業所経営法人（事業者） 

（１）法 人 名  社会福祉法人 西山苑 

（２）法人所在地  茨城県常陸太田市木崎二町９３７の２ 

（３）電話 番号  ０２９４－７２－３５００  FAX０２９４－７２－３９１５ 

（４）代表者氏名  理事長  荷 見 源 成 

（５）設立年月日  昭和４６年５月１８日 

  

３ 事業所の概要 

（１） 事業所の種類 指定居宅介護支援事業所 平成 12 年１月 31 日茨城県指定 0871200028 号 

（２） 事業の目的 指定居宅介護支援事業所は、介護保険法令に従い、居宅介護支援事業の適正 

         な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、支援事業所 

         の介護支援専門員が、要介護状態の高齢者に対し、適正な居宅介護支援サービ

スを提供することを目的とします。 

（３） 事業所の名称 指定居宅介護支援事業所西山苑 

（４） 所 在 地  茨城県常陸太田市木崎二町９３７の２ 

（５） 電話番号   ０２９４－７２－１５２５ 

（６） 管理者氏名  菊地 美恵子 

（７） 事業所の運営方針 

① 当事業所の介護支援専門員は、利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるよう配慮し、また、事業の提供に当たっては利

用者やその家族は複数の事業所の紹介を求める事が出来る事を説明し、ケアプランに位置

付けた居宅サービス事業所についてその理由を利用者や家族に説明をするものとする。 

② 当事業所は、利用者の心身の状況やその置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基

づき、適正な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効率的に利用できるように

支援します。 

③ 当事業所は、事業の運営に当たって、関係市町村、社会福祉協議会、老人介護支援センタ

ー、地域包括支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、医療機関等と

綿密な連携を図る。 

追記）ア、居宅支援の開始にあたり、利用者に対して入院時に担当ケアマネジャーの名前等 

を入院先医療機関に提供するよう依頼するものとする。 

イ、訪問事業所から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況、モニタリング

等の際にケアマネジャー自身が把握した利用者の状態等についてケアマネジャーから

主治医の医師や歯科医師、薬剤師に必要な情報伝達を行うものとする。 



４ 当事業所の職員体制 

従業員の職種 構 成 員 業 務 管 理  保 有 資 格 

管 理 者 常 勤 １名 業 務 管 理 

ケアプラン作成 

社会福祉士 

 

介護支援専門員 常 勤 ３名 

       

ケアプラン作成 

連 絡 調 整 

介護福祉士 

 

＊ 介護支援専門員のケアプラン作成の上限担当件数は４０件までです。 

 

５ 営業日 営業時間 

（１） 営業日   月曜日~金曜日（祝祭日並びに１２月２９日~１月３日までを除く） 

（２） 営業時間  午前８時３０分～午後５時 

＊ 緊急時につきましては、祝祭日にかかわらず２４時間いつでも対応させていただきます。 

 

６ 居宅介護支援サービスの概要 

（１） 要介護認定の申請代行 

（２） 介護を要する方々の介護相談 

（３） 介護支援専門員による訪問調査及び課題分析 

（４） 居宅サービス計画（＝ケアプラン）の作成 

（５） 各サービス提供機関との連絡調整 

   ※当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与 

    の利用状況は別紙のとおりである。 

（６） 介護保険施設への紹介 

（７） 継続的な管理（現行サービスに問題がないかどうか定期的な見直し） 

  

７ 居宅サービス計画作成の実施方法とサービス提供までの流れ 

 

利用者のご自宅を介護支援専門員が訪問し、利用者の介護状況とサービスの要望についてお伺

いします。 

                     

認定調査結果を参考にして、利用者の課題を分析し、居宅サービス計画原案を作成します。 

                    

 サービス担当者会議を行ったうえで、計画書をもとに各サービス提供機関との連携を図ります。 

 

利用者に対して居宅サービス計画を提供し、同意の確認を得ます。 

 

サービス提供 

 



８ 利用料金 

（１）サービス利用料金 

居宅介護支援の実施に際しての利用料金は、「別紙１」の通りです。 

＊但し、厚生労働省が定める介護報酬については原則としてご利用者負担はありません。 

注１）介護保険料の滞納等により、法定代理受領が出来なくなった場合、１ヵ月につき要介 

護度に応じて介護保険法で決められた金額をいただき、当事業所からサービス提供証明書を 

発行いたします。 

（２）交通費 

① 常陸太田市内在住のかたは無料です。 

② 常陸太田市外の方は原則として交通費をいただきます。（３０円/km 目安） 

（３）解約料 

①居宅サービス計画作成段階途中で解約した場合、料金は一切かかりません。 

 

９ 事業所の実施地域 

    常陸太田市内 

 

１０ 利用者及びその家族の情報管理と情報提供の特例について 

（１） 秘密保持 

利用者およびその家族について知り得た情報については、介護保険法及び個人情報の 

保護に関する法律などの法令に基づき取り扱います。なおサービス担当者会議等におい

て、利用者及びその家族の個人情報を用いる場合はそれぞれの同意をあらかじめ文書に

より得ることします。 

  （２）入院時における医療と介護の連携 

     利用者は病院に入院する必要が生じた場合は、担当ケアマネジャーの名前及び連絡先       

     を病院に伝えることとします。 

 

１１ 第三者による評価の実施状況 

 第三者による評価の実施状況 １，あり  実施日     年   月   日 

                       評価機関の名称           

                       結果の開示  １ あり  ２ なし 

                 ２，なし 

 

１２ サービス内容に関する苦情 

（１） 当事業所のお客様相談・苦情担当 

   当事業所の居宅介護に関する相談・苦情および居宅サービス計画に基づいて提供している各

サービスについてのご相談・苦情を承ります。 

   担当 指定居宅介護支援事業所西山苑  相談窓口  電話 ０２９４－７２－１５２５ 

 



（２） その他 

    当事業所以外に、下記の相談・苦情窓口等に苦情を伝えることができます。 

① 常陸太田市役所高齢福祉課 

   〒313-3611 常陸太田市金井町３６９０       電話 ０２９４－７２－３１１１ 

② 茨城県国民健康保険団体連合会 

   〒310-0852 水戸市笠原町 987-26（茨城県市町村会館内）電話０２９－３０１－１５６５ 

 

１３ 事故発生時の対応 

事業の提供により事故が発生した場合には、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行な

うとともに、必要な措置を行います。 

１４ 緊急時の対応方法 

サービス事業者から利用者の身体状況の急変等、緊急の連絡があった場合には、予め確認し

ている連絡先及び医療機関に連絡を行い適切に対応します。 

１５ ハラスメント対策 

（１） 利用者及びその家族等が介護支援専門員に対して、継続的かつ、執拗な言動、暴言、暴

力などの威圧的な言動や精神的な攻撃、拘束的な言動等の迷惑行為、セクシャルハラス

メント、その他適切なサービス提供を妨げるカスタマーハラスメントを行ってはならな

いものとします。 

（２） 万が一、該当する行為が認められた場合、当事業所は速やかに事実関係を調査し、行為

者に対して文書等による警告を行います。 

（３） カスタマーハラスメント行為の改善が見込めない場合、信頼関係が著しく損なわれ、安

全かつ適切なサービス提供が困難であると判断した場合は、介護支援専門員の安全確保

のために当事業所はサービス提供の一時中止や本契約を解除することができるものとし

ます。 

（４） 当事業所は、介護支援専門員に対してハラスメント（カスタマーハラスメント、セクシ

ャルハラスメント、パワーハラスメント等）の防止のための取り組みとして定期的な研

修等を実施しております。 

１６ 虐待の防止 

当事業所は、虐待の発生またはその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じます。 

（１）事業所における虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、

その結果について介護支援専門員に周知徹底します。 

（２）事業所における虐待防止のための指針を整備します。 

（３）介護支援専門員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施します。 

（４）虐待防止の措置を講じるための担当者を配置します。 

１７ 身体的拘束等の適正化 

当事業所は、利用者又は他の利用者等の生命、身体を保護するため緊急やむを得ない場合

を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為は行いません。やむを得ず身体的

拘束等を行う場合には、本人又はその家族に対し、身体拘束の内容、理由、期間等につい



て説明し同意を得たうえで、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由等必要な事項を記録いたします。 

１８ 業務継続計画の策定 

当事業所は、感染症や自然災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提

供を継続的に実施するため及び非常時の体制での早期の業務再開を図るための「業務継続

計画」を策定し、当該「業務継続計画」に基づき、必要な措置を講じます。 

（１） 介護支援専門員に対し、「業務継続計画」について周知するとともに、必要な研修及

び訓練を定期的に実施します。 

（２）定期的に「業務継続計画」の見直しを行い、必要に応じて「業務継続計画」の変更

を行います。 

 １９ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

当事業所は、感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

（１） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を 

おおむね 6 か月に 1 回以上開催するとともに、その結果について介護支援専門員に周

知徹底します。 

（２） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

（３） 介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定

期的に実施します。 

 


